
　六ヶ所村の令和３年度一般会計当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況については次のとおりです。

78,000 千円

2,568,342 千円

（単位：千円）

地方消費税
交付金

（社会保障
財源化分）

障害者福祉事業
（自立支援事業等）

392,455 269,808 0 113 4,936 117,598

高齢者福祉事業
（老人保護措置費等）

168,276 31,284 0 256 5,508 131,228

児童福祉事業
（子育て支援事業）

814,601 166,292 0 18,090 25,389 604,830

母子福祉事業
（ひとり親等医療費助成事業等）

10,820 4,387 0 0 259 6,174

その他 39,454 2,371 0 0 1,494 35,589

小　計 1,425,606 474,142 0 18,459 37,586 895,419

国民健康保険事業
（繰出金）

139,743 37,170 0 0 4,132 98,441

介護保険事業
（繰出金）

229,730 14,694 0 0 8,663 206,373

後期高齢者医療事業
（繰出金）

105,415 0 0 0 4,247 101,168

その他 42,518 0 0 0 1,713 40,805

小　計 517,406 51,864 0 0 18,755 446,787

地域医療対策事業
（負担金・交付金・繰出金等）

500,943 0 0 86,000 16,716 398,227

疾病予防対策事業
（予防接種事業等）

12,903 0 0 0 520 12,383

健康増進事業
（がん検診事業等）

110,166 1,345 0 135 4,378 104,308

その他 1,318 210 0 0 45 1,063

小　計 625,330 1,555 0 86,135 21,659 515,981

2,568,342 527,561 0 104,594 78,000 1,858,187

※社会保障財源分の地方消費税交付金については、各事業に要する一般財源の比率に応じ按分して充当しています。

　平成26年４月より消費税率が５％から８％へ、また、令和元年10月からは10％へ段階的に引き上げられたことに伴い、地方消費税交
付金の増収分（社会保障財源化分）については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

【歳入】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費　　　　　　　　　　

合　　計

社会福祉

社会保険

保健衛生

その他

分　類 事　業　名
令和3年度
当初予算額
（経　費）

財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国県支出金 村債 その他


